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（１）沿革

設置経緯

見直しの動向

役割（2017年時点）

（２）　組織体制

常勤職員数 3 人
うち常勤研究員数 2 人
非常勤研究員数 0 人

庶務体制

市民参加、外部連携

（３）会計

2017年度予算
2016年度決算
2015年度決算

順位
1位
2位
3位
4位
順位
1位
2位
3位
4位

千円
千円
千円

自治体の内部組織の場合の
事業活動収入の主な内訳
（多い順に選択）

収入種別
設置部局の予算

特に行っていない　

研究員が分担して行っている

大学教員、外部シンクタンク研究員等との共同研究

5,072
4,138

10,958
収入種別

会計規模※人件費・間接費（オフィス賃借料、水道光熱費等）は含まない

自治体の内部組織以外の団
体の場合の事業活動収入の
主な内訳
（多い順に選択）

専門性確保に関する特徴
（複数選択可）

専門的な知識を有した研究員の採用　　
外部有識者の活用（研究員として採用した者を除く）
大学・非営利活動法人等と連携した研究の実施　　
設置市の企画部署と連携した研究の実施　　　　　
設置市の関係部署と連携した研究の実施　　　　　
その他（自治体としての政策のあり方を基礎とした専門性の形成を目指すとともに、広い
視野、複眼的思考で取り組むべく、客員研究員の登用も検討している。）

○市の政策及び施策推進のための調査研究に関する事項
○市の政策及び施策推進のための提言に関する事項
○市の政策及び施策推進のための情報収集・蓄積・活用に関する事項

佐世保市政策推進センター

長崎県佐世保市八幡町1番10号
佐世保市役所12階（庁内）

0956-25-9247

0956-25-9676

https://www.city.sasebo.lg.jp/kikaku/seicen/index.html

２　組織動向

seicen@city.sasebo.lg.jp

１　組織概要

設置形態（択一）

自治体の内部組織
常設の任意団体（提言等を行う会議体型の団体も含む）
公益法人（財団法人・社団法人）
大学の附置機関
広域連合
その他

2014年4月1日

佐世保市

檜槇　貢（センター長）

地方分権の進展や社会情勢の急激な変化を的確に捉え、市の特性に応じた効果的・実践的な
政策展開をさらに充実させるため幅広く調査研究し、その具体化を図ることを目的に、佐世保市
が内部部門として平成26年4月1日に設置した。



組織名 佐世保市政策推進センター

（１）活動実績
調査研究の概要

（研究成果を閲覧できる機関（国会図書館等）や
URLがある場合は末尾に記入）

次期総合計画基本構想にかかる研究として、
人口に関する研究（市内の地域別人口及び産
業別就業者人口の将来予測等）を行うととも
に、将来の人口減少と人口構造変化への対応
を主眼に置いた基本構想の骨子案を策定し
た。

佐世保市の英語シャワープロジェクトや他都市
での取り組みを題材に、これからの公民連携
の展開のあり方を考えるフォーラムを開催し
た。

公民連携 （PPP/PFI)推進の方向性の検討、プ
ラットフォーム運営を行った。

定期刊行物

（２）活動のマネジメント状況

研究員の業務分担

研究員の専門性
育成の手立て

研究員のキャリアパス等

その他

４　特記事項

ウ　活動の評価とその反映
（複数選択可）

設置市の行政評価制度により評価を受けている

ア　テーマ決定
（複数選択可）

設置市からの要請　
外部有識者等からの助言・示唆
貴団体・組織で、設置市の総合計画等に明記された重要課題から選択　
貴団体・組織で自ら発案
その他

ⅰ)市民協働推進室→支所（離島）→政策経営課→当センター（在籍中）
ⅱ）多摩市役所→（佐世保市役所）議会事務局→政策経営課→当センター（在籍中）
ⅲ）（港湾部）みなと整備課→当センター→土木政策・管理課
ⅳ)基地政策局→当センター→政策経営課
ⅴ）（水道局）下水道事業課→当センター→子ども政策課
ⅵ) 政策経営課→当センター→基地政策局

センター長（学識経験者）からの指導

運営委員会等、貴団体・組織の運営に関わる機関から評価を受けている
外部有識者から評価を受けている　
報告会・アンケート等の機会を設けて、評価を受けている  
その他
特にそういう機会はない

主任研究員と研究員において、適性に応じた企画、調査、研究を分担

イ　情報発信
（複数選択可）

設置市の議員や幹部職員に、報告や提言を行う
設置市の関係部署に、報告や提言を行う
設置市の庁内の広範囲に、成果物を配布する
報告会を実施する
日常的活動を、ＨＰ・メールマガジン・ニューズレター等で周知する
その他
特に行っていない　

人口減少下の都市経営

３　活動動向

公民連携 （PPP/PFI)の推進

2017年度に実施した
調査研究

公民連携による地域づくり

調査研究名
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